（別紙）

果実輸送技術実証支援事業実施計画（実績）

１　総括表
	事業主体
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	補助金
	自己負担金
	

	



	円



	円



	円



	





注）自己負担金には、仕入控除消費税額を含む。(以下同じ。)

２　事業の目的
	






３　事業の内容
（１）果実輸出効率化支援事業
ア　検討会の開催
（ア）検討会の構成
	検討会の概要
（目的、構成員の選定理由等）
	構成員
	
備考

	
	氏名
	所属・役職
	

	



	



	



	






（イ）検討会の内容
	開催時期
(年月日)
	開催場所
	検討内容
	備考

	



	



	



	







イ　効率的な輸出の実証試験
（ア）効率的な輸出の概要
	








（イ）効率的な輸出に係る関係者の調整
	調整の概要
	調整関係者
	備考

	
	氏名
	所属・役職
	

	




	




	




	







（ウ）調整の内容
	開催時期
(年月日)
	開催場所
	調整内容
	備考

	



	



	



	






（エ）効率的な輸出の実証試験
	実証時期
	実証場所
	実証課題
	実証内容
	備考

	　年　月～
　　　年　月

	


	


	


	





ウ　報告書の作成
	報告書の名称
	内　　　容
	作成部数・配布先
	備考

	



	



	



	






（２）果実輸出鮮度保持技術導入支援事業
ア　検討会の開催
（ア）検討会の構成
	検討会の概要
（目的、構成員の選定理由等）
	構成員
	
備考

	
	氏　名
	所属・役職
	

	


	


	


	





（イ）検討会の内容
	開催時期
(年月日)
	開催場所
	検討内容
	備考

	


	


	


	





イ　技術等の開発・応用による試作等
（ア）試作等の概要
	







（イ）試作等の内容
	試作時期
	試作場所
	試作課題
	試作内容
	備考

	　年　月～
　年　月


	

	

	

	



注）備考に改良及び開発に必要な材料、資材等を記載すること。

ウ　技術等の開発・応用による試作等の実証試験
	実証時期
	実証場所
	実証課題
	実証内容
	備考

	　年　月～
　年　月


	

	

	

	




エ　報告書の作成
	報告書の名称
	内容
	作成部数・配布先
	備考

	



	

	

	




４　経費の配分
	事業に要する
（又は要した）経費
	負　担　区　分
	
摘要

	
	補助金
	自己負担金
	その他
	

	（検討会の開催）
円
（効率的な輸出）
円
（試作等）
円
（実証試験）
円
（報告書の作成）
円

	円

	円

	円

	


	円
	円
	円
	円
	


注）１　摘要の欄には、負担区分のその他の額の内訳等を記入すること。
２　事業種目の内訳として括弧書きで上記３の項目ごとに記入すること。

５　事業完了予定年月日（又は完了年月日）
令和　年　月　日

６　収支予算
（１）収入の部
	区　　分
	本年度予算額
(本年度精算額)
	前年度予算額
(本年度予算額)
	比較増減
	摘要

	
	
	
	増
	減
	

	
補助金
自己負担金
その他
	円



	円



	円



	円



	



	計
	円

	円

	円

	円

	


注）負担区分その他の欄については、内訳を摘要欄に記載すること。

（２）支出の部
	区　　分
	本年度予算額
(本年度精算額)
	前年度予算額
(本年度予算額)
	比較増減
	摘要

	
	
	
	増
	減
	

	
補助金
自己負担金
その他
	円



	円



	円



	円



	



	計
	円

	円

	円

	円

	


注）負担区分その他の欄については、内訳を摘要欄に記載すること。

（添付書類）
実施計画には、以下の（１）～（４）を添付する。
（１）定款（又は規約）・役員名簿等
（２）事業実施者が生産出荷団体と連携して取り組む物流事業者または資機材製造業者等の場合は連携合意書（参考例 別添１）
（３）生産者、出荷団体、物流事業者、資機材製造業者等で構成する協議会の場合は別添２
（４）その他、本会が募集の際に定める申請者の概要等に関する資料

（別添１）
連　携　合　意　書（例）

○○○（以下「甲」という。）と□□□（以下「乙」という。）は、生産出荷団体が連携先との合意により行う取組について、次のとおり合意した。

連携概要
１　連携対象品目、輸出先国・地域
対象品目　　　　　○○○
輸出先国・地域　　○○○

２　連携の目標
○○○

３　連携の課題
○○○

４　連携の内容及び連携期間
連携内容　○○○
連携期間　○○年○月～○○年○月

５　その他
○○○

以上のとおり、甲と乙の間に事業実施に関する合意が成立した証として、本書を２通作成し、甲と乙それぞれ署名捺印の上各１通保持する。

令和　　年　　月　　日

（甲）生産出荷団体　　住所
会社名　　　　　　　　　　　　社印
代表者名　　　　　　　　　　　　印
（自署又は記名／捺印）

（乙）事業実施者　　　住所
会社名　　　　　　　　　　　　社印
代表者名　　　　　　　　　　　　印
（自署又は記名／捺印）

(注)申請に当たっては、甲、乙の事業内容、規模、事業実績に係る資料を添付すること。

（別添２）
協議会の概要

１　協議会の名称
（注）ふりがなを付すこと。

２　主たる事務所の所在地

３　代表者の役職名及び氏名
（注）ふりがなを付すこと。

４　設立年月日

５　事業年度（　月～　月）

６　協議会の構成員
	名　　称
	所　在　地
	代表者氏名
	業種
	事務局

	




	




	




	




	






（注）事務局欄には、協議会の事務局となる構成員に○印を記載する。

７　設立目的


８　事業の内容
（注）当該団体の当該事業年度における事業実施計画の内容（申請する活動を含む。）を記入すること。

９　特記すべき事項

１０　添付書類
（１）定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約（又はこれに準ずるもの）、総会等で承認されている直近の事業計画、収支予算等
（２）新たに設立された団体にあっては、設立に関する関係者の協議・調整等を示す書類（設立総会資料、設立総会議事録等）
（３）その他参考資料
